訴　　　　状

２０　　年　　月　　日

　　地方裁判所　御中

　　　　　　　　　　　　　　　　　　原告訴訟代理人

　　　　　　　　　　　　　　　　　　弁　護　士　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　TEL 0           　FAX 0            
当事者の表示　　　次頁のとおり
　賃金請求事件

訴訟物の価額　　金　　　万００００円

貼用印紙額　　金　　　　　　　　円
当 事 者 の 表 示
〒

　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　原　　　告　　　　

〒

　　　　　○○市

　　　　　○○ビル○階　○○法律事務所（送達場所）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　TEL 0            FAX 0            
　　　　　　　　　　　　　　　　　　原告訴訟代理人

　　　　　　　　　　　　　　　　　　弁　護　士　　　　　　　　　　　　　　
〒

　○○市

　　　　　　　　　　　　　　　　　　被　　　告　　　　○○○○○株式会社
　　　　　　　　　　　　　　　　　　上記代表者代表取締役　　　　　　　　
請　求　の　趣　旨
１　被告は、原告に対して、金　　　万　　　　円及び内金　　　万　　　　円に対する２０　　年　　月　　日（内金　　万　　　　円については２０　　年　　月　　日）から支払済みまで年１４．６％の割合による金員を支払え。＊１
２　被告は、原告に対して、金　　　万　　　　円及びこれに対する判決確定の日から支払済みまで年５分の割合による金員を支払え。＊２
３　訴訟費用は被告の負担とする。
との判決並びに１項につき仮執行宣言を求める。
請　求　の　原　因
第１　当事者
被告○○株式会社は、飲食店の経営等を業とし、「×××」等の店舗を展開する会社である。
原告は、被告の労働者であり、「×××」京都店で店長を務め、主に厨房スタッフとして勤務してきた者であるが、平成　　年　月　　日限りで被告を退職している。
第２　原告の労働と未払賃金の発生
1． 原告の割増賃金の賃金単価等
（1） 割増賃金の基礎となる賃金（労基法３７条５項、労基則２１条）
原告の賃金のうち、割増賃金の算定基礎賃金となるものはいずれも月給制の賃金であり、基本給、職務手当、店長手当である。
（このうち、店長手当については雇用契約書に「時間外手当含む」との記載があるが、毎月定額が時間外労働等の多寡にかかわらず支払われているから割増賃金としての対価性がないし、仮に一部それがあるとしても、店長の職責に対する対価（通常の労働時間の賃金部分）と時間外労働に対する対価（割増賃金部分）とが混在して判別不能であるので、算定基礎賃金となる。）＊３
請求期間の各月の賃金額は別紙１「単価計算書／原告単価シート」の「月給」欄記載の通りである。
なお、通勤費については京都市バスの定期券代金が実費で支払されているため、除外賃金とした。＊４
（2） 平均所定労働時間数（労基則１９条１項各号）＊５
労働契約上、請求期間の原告の労働時間、労働日は以下の通りである。
一日所定労働時間数　　　　　　７時間４５分
年間所定労働日数（休日数）

（うるう年）
２０１６年
２４３日（１２３日）



２０１７年
２４６日（１１９日）



２０１８年
２４５日（１２０日）
月平均所定労働時間数（労基則１９条１項４号）は以下の式により、２０１６年は１５６．９４時間、２０１７年は１５８．８８時間、２０１８年は１５８．２３時間となる。
＝年所定労働日数×７．７５（７時間４５分）÷１２ヶ月
（3） 賃金単価
各月の算定基礎賃金を各月の月平均労働時間数で除した原告の１時間当たりの残業代の単価（以下「賃金単価」とする）は、別紙１「単価計算書／原告単価シート」記載の通りである。＊６
（4） 割増率
被告における割増賃金の割増率は労基法所定の通りである。月６０時間超の１５０％の割増率が適用されるのは２０２３年４月１日以降の分である。
時間外割増賃金




１２５％
時間外割増賃金（月６０時間超）

＋２５％
深夜早朝割増賃金



　２５％
法定休日割増賃金



１３５％
労働契約で法内残業について法定時間外労働等と区別することなく時間外労働、休日労働としているため、日々の法内残業及び所定休日労働の割増率は法定時間外労働、法定休日労働とそれぞれ同様となる。（労働契約で、法内残業の割増率について特段の定めはなく、当事者の合理的意思解釈として、割増賃金の１００％部分相当額が支払われることとなる。）
2． 原告の労働時間
（1） 所定労働時間数、休憩時間（労基法３４条）
原告の所定労働時間数は一日７時間４５分である。
一日の休憩時間は一律で４５分とした。別紙２時間シートの「休憩時間」の欄に記入してある。
被告においては、昼の休憩は１時間とされて、１５時からも３０分の休憩を取得することになっている。しかし、実際は、昼の休憩は繁忙時間帯と重なるため昼食をとる時間を含めて多くても３０分程度しか休むことができなかった。また、１５時の休憩についても夜の営業のための仕込みがあるため、多くても１５分程度しか休むことができなかった。
（2） 原告の労働時間
請求期間の各月の各日における原告の労働時間は別紙２「時間計算書／原告時間シート」記載の通りである。
（3） 法定休日、所定休日の特定　＊７
給与第一の場合：
法定休日労働が発生し得るのは、法定休日の前日の２４時を超えて労働させた場合と法定休日当日の２４時までに労働させた場合であるが、法定休日労働をさせた日には別紙２時間計算書の「日属性」欄に「法」と記入した。なお、法定休日は、原則として、日曜日から始まる歴週の最終の休日としている。
また、法定休日以外で、労働契約所定の休日に労働させている日には、別紙２時間計算書の「日属性」欄に「所」と記入した。
きょうとソフトの場合：
法３５条に定める法定休日における労働が発生し得るのは、法定休日の前日の２４時を超えて労働させた場合と法定休日当日の２４時までに労働させた場合であるが、法定休日については、別紙２時間シートの「法定休日」欄に「１」が入力されている。なお、法定休日は、原則として、日曜日から始まる歴週の最終の休日としている。
また、法定休日以外の労働契約所定の休日は、別紙２時間シートの「所定労働時間」の欄に「０：００」が記入してある。
3． 未払賃金の額、支払われるべき付加金の額
（1） 時間外労働等の時間数、未払賃金の額
請求に係る各月の、申立人に対する未払割増賃金の額は別紙３「割増賃金計算書／原告金額シート」記載の通りである。
（2） 各月の残業代の締め日、支払日
被告の賃金のうち残業代については、毎月１５日締め、翌月２０日払いであった。残業代は、基本給等の固定給より一ヶ月あとに支払されていた。
（3） 残業代の既払金の有無
被告は毎月の給与支払時に、原告に対して一定の時間外労働に対する割増賃金の支払いをしており「控除／既払額」欄でその額を控除した。
（4） 時間外労働等の割増賃金の額
請求に係る各月の原告に対する未払残業代の額は別紙３「割増賃金計算書／金額シート」の「合計／未払割増賃金額」欄記載の通りである。
（5） 遅延損害金
被告は株式会社であり、未払賃金には、賃金支払日より後は、年利６％の遅延損害金が付される。
また、原告は２０１８年１２月１５日まで勤務した後に有給休暇を消化して同月１２月２０日限りで被告を退職したが、その日より後（ただしその後に支払日が到来する賃金債権についてはその支払日より後）からは、賃金の支払いの確保等に関する法律６条１項所定の年利１４．６％の遅延損害金が付される。
（6） 支払われるべき付加金（労基法１１４条）　＊８
付加金が支払われるべき期間は提訴から２年以内に支払日があるものであるから、２０１７年４月分以降の未払賃金の合計額が支払われるべき付加金の金額である。
第３　まとめ　＊９
よって、原告は被告に対して、
１　労働契約に基づく賃金請求として、金　　　万　　　　円及び内金　　　万　　　　円に対する２０　　年　　月　　日（内金　　万　　　　円については２０　　年　　月　　日）から支払済みまで年１４．６％の割合による金員
２　付加金として、金　　　万　　　　円及びこれに対する判決確定の日から支払済みまで年５分の割合による金員

を支払うよう請求する。

以上
· 1　請求期間が２０１６年１２月１６日に始まる２０１６年１２月分から２０１８年１２月１５日で終わる２０１８年１１月分までの２年間で、有休消化後の退職日が２０１８年１２月２０日、２０１８年１１月分の残業代の支払いが２０１９年１月２０日であることを想定。
· 2　付加金は判決が確定した日に実体法上の権利となるので遅延損害金の起算点はその翌日となる。
· 3　固定残業代の有効要件について第２章第７の５、同章第１１等参照。抗弁事由なので必須ではない。迷ったら書かない方が良い。
· 4　除外賃金の意義について第１章第２の３（２）参照
· 5　月平均所定労働時間数の計算方法について第４章第１の３参照。
· 6　給与第一ときょうとソフトではシートの名称が異なるので使い分けが必要である。以下、「／」の記載は同様の趣旨である。
· 7　法定休日の特定の方法について第４章第２の２参照
· 8　付加金の意義について第７章第９参照。
· 9　割増賃金請求における訴訟物の考え方について佐々木他『類型別労働関係訴訟の実務』（青林書院、2017年）79頁〔佐々木宗啓〕が参考になるが、125％説では、割増賃金請求で訴訟物の特定方法を詳細に論じる意味は大きくはないと思われ、この程度の記載で問題ない。
証　　拠　　方　　法

　証拠説明書記載の通り
附　　属　　書　　類

１．訴状副本　　　　　　　　　　　２通

２．甲号証の写し　　　　　　　　各２通

３．訴訟委任状　　　　　　　　　　１通
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